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１ 管内の概況 

 当所は，平成 21 年 4 月 1 日に地域事務所再編に伴い，西部厚生環境事務所・西部保

健所の支所として，新たに設置され，県の南部に位置する海田地域（安芸郡府中町，海

田町，熊野町，坂町）と県の北西部に位置する芸北地域（安芸高田市，山県郡安芸太田

町，北広島町）の 1市 6町を管轄区域としている。管内の面積は 1,599.49k ㎡で，総人

口は 170,269 人（平成 31 年 1 月 1 日現在）となっている。 

 海田地域は，面積は 73.65k ㎡で，人口は 117,618 人となっており，前年度に比べ僅

かな減少が見られた。 

 4 町は，従来から，生活，産業などのあらゆる面で隣接する広島市との結びつきが強

く，広島市の都市機能の拡充に伴い就業人口の増加が今後見込まれるなど，広島市と一

体的な生活圏を形成しながら発展してきている。 

 交通機関としては，鉄道では，府中町，海田町及び坂町を走る JR 山陽本線及び呉線

があり，道路では国道 2 号及び 31 号をはじめ，広島・呉道路，広島・熊野道路，広島

高速 1 号線（安芸府中道路），広島高速 2 号線（府中仁保道路）及び海田・東広島道路

などが整備され，県東部，呉地域及び広島市との結節点として交通の要衝となっている。 

 産業では，大手自動車メーカーやその関連した中小の製造業のほか，大型ショッピン

グセンターなどの卸・小売業のサービス業等が数多く立地している。また，海田湾埋立

て工事により造成された流通団地は生産材の流通拠点となっている。その他，伝統産業

としては，「熊野町の筆づくり」が有名である。 

芸北地域は，面積は 1,525.84k ㎡で，人口は，52,651 人となっており，長期的に減

少傾向が続いている。また，高齢化も進んでおり，総人口に占める 65 歳以上の人口の

割合（高齢化率）は 42.3％である。 

主要河川は，瀬戸内海へ流れる太田川と，日本海へ流れる江の川がある。両河川とも

水量が豊富で，太田川上流には樽床ダム，温井ダム等があり，江の川上流には土師ダム

があり，工業・農業・水道用水及び発電に利用されている。 

交通機関としては，鉄道では，安芸高田市を走る JR 芸備線及び三江線があり，道路

では安芸高田市内の国道 54 号，山県郡内の国道 186，191，261 号及び山県郡と安芸高

田市を結ぶ国道 433 号がある。また，高速道路は，中国縦貫自動車道と中国横断自動車

道広島浜田線が管内を縦横に走っており，隣県間の物資の運送等，商業・工業・文化の

交流に重要な役割を果たしている。 

 産業は，近年第 1次産業，第 2次産業の占める割合が低下し，第 3次産業の占める割

合が上昇しているが，全県と比較すると，第１次産業のウェイトが高く，第 3次産業の

ウェイトが低い農村型となっている。 
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２ 管内地図 
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総

数

安

芸

高

田

市

府

中

町

海

田

町

熊

野

町

坂

町

安

芸

太

田

町

北

広

島

町

1,599.49 537.75 10.41 13.79 33.76 15.69 341.89 646.20

75,845 13,016 22,528 13,039 10,436 5,586 3,115 8,125

170,269 28,141 51,562 29,194 23,955 12,907 6,244 18,266

7,137 827 2,607 1,598 825 566 144 570

( 4.2 ) ( 2.9 ) ( 5.1 ) ( 5.5 ) ( 3.4 ) ( 4.4 ) ( 2.3 ) ( 3.1 )

7,489 1,005 2,590 1,396 1,042 633 172 651

( 4.4 ) ( 3.6 ) ( 5.0 ) ( 4.8 ) ( 4.3 ) ( 4.9 ) ( 2.8 ) ( 3.6 )

7,560 1,132 2,354 1,335 1,150 656 177 756

( 4.4 ) ( 4.0 ) ( 4.6 ) ( 4.6 ) ( 4.8 ) ( 5.1 ) ( 2.8 ) ( 4.1 )

8,012 1,194 2,505 1,419 1,162 656 212 864

( 4.7 ) ( 4.2 ) ( 4.9 ) ( 4.9 ) ( 4.9 ) ( 5.1 ) ( 3.4 ) ( 4.7 )

7,407 1,089 2,426 1,422 1,027 546 192 705

( 4.4 ) ( 3.9 ) ( 4.7 ) ( 4.9 ) ( 4.3 ) ( 4.2 ) ( 3.1 ) ( 3.9 )

7,550 926 2,726 1,708 847 561 138 644

( 4.4 ) ( 3.3 ) ( 5.3 ) ( 5.9 ) ( 3.5 ) ( 4.3 ) ( 2.2 ) ( 3.5 )

8,804 1,053 3,174 2,028 985 684 201 679

( 5.2 ) ( 3.7 ) ( 6.2 ) ( 6.9 ) ( 4.1 ) ( 5.3 ) ( 3.2 ) ( 3.7 )

9,591 1,317 3,384 1,985 1,178 734 201 792

( 5.6 ) ( 4.7 ) ( 6.6 ) ( 6.8 ) ( 4.9 ) ( 5.7 ) ( 3.2 ) ( 4.3 )

11,390 1,605 3,798 2,144 1,589 891 262 1,101

( 6.7 ) ( 5.7 ) ( 7.4 ) ( 7.3 ) ( 6.6 ) ( 6.9 ) ( 4.2 ) ( 6.0 )

12,261 1,686 3,987 2,342 1,864 991 307 1,084

( 7.2 ) ( 6.0 ) ( 7.7 ) ( 8.0 ) ( 7.8 ) ( 7.7 ) ( 4.9 ) ( 5.9 )

10,536 1,485 3,680 1,835 1,510 757 294 975

( 6.2 ) ( 5.3 ) ( 7.1 ) ( 6.3 ) ( 6.3 ) ( 5.9 ) ( 4.7 ) ( 5.3 )

9,505 1,586 3,145 1,486 1,136 689 369 1,094

( 5.6 ) ( 5.6 ) ( 6.1 ) ( 5.1 ) ( 4.7 ) ( 5.3 ) ( 5.9 ) ( 6.0 )

10,081 2,051 2,842 1,478 1,313 650 481 1,266

( 5.9 ) ( 7.3 ) ( 5.5 ) ( 5.1 ) ( 5.5 ) ( 5.0 ) ( 7.7 ) ( 6.9 )

12,781 2,622 3,119 1,912 1,920 920 595 1,693

( 7.5 ) ( 9.3 ) ( 6.0 ) ( 6.5 ) ( 8.0 ) ( 7.1 ) ( 9.5 ) ( 9.3 )

12,282 2,402 3,026 1,746 2,197 943 582 1,386

( 7.2 ) ( 8.5 ) ( 5.9 ) ( 6.0 ) ( 9.2 ) ( 7.3 ) ( 9.3 ) ( 7.6 )

10,239 1,805 2,583 1,450 1,998 798 524 1,081

( 6.0 ) ( 6.4 ) ( 5.0 ) ( 5.0 ) ( 8.3 ) ( 6.2 ) ( 8.4 ) ( 5.9 )

17,644 4,356 3,616 1,910 2,212 1,232 1,393 2,925

( 10.4 ) ( 15.5 ) ( 7.0 ) ( 6.5 ) ( 9.2 ) ( 9.5 ) ( 22.3 ) ( 16.0 )

106.5 52.3 4,953.1 2,117.0 709.6 822.6 18.3 28.3

31.1% 39.7% 23.9% 24.0% 34.8% 30.2% 49.6% 38.8%

（注１） 西部・東部については支所の値を除く。

（注２） 総数は広島市，福山市，呉市の値を除く。

（注３）  面   積…「平成３０年度全国都道府県市区町村別面積調」<国土交通省国土地理院>

（注４） 世帯数，総人口，年齢別人口…「住民基本台帳年報」<総務省>[平成３１年１月１日現在]（日本人住民）

（注５） 総人口年齢区分の下段（　）は構成比（％）を示す。
（注６） 人口密度…総人口／面積

人 口 密 度

5 ～ 9 歳

0 ～ 4 歳

80歳以上

75～ 79歳

高 齢 化 率

65～ 69歳

60～ 64歳

55～ 59歳

50～ 54歳

25～ 29歳

35～ 39歳

45～ 49歳

40～ 44歳

70～ 74歳

20～ 24歳

15～ 19歳

10～ 14歳

30～ 34歳

３　市町別主要指標

区 分

面 積 （ Ｋ ㎡ ）

世 帯 数

総 人 口



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （1）行政組織

（平成3１年４月１日現在）

1 実習機能強化に関する業務

2 所の庶務事務及び危機管理に関する業務

※ 課長は，次長が兼務 3 救急医療対策に関する業務

4 医療対策（医療施設の立入検査等）に関する業務

5 災害救助・災害弔慰金に関する業務

6 地域保健対策協議会に関する業務

7 母子・父子・寡婦福祉資金の貸付に関する業務

8 福祉債権の管理に関する業務

１ 結核対策に関する業務

２ 感染症対策に関する業務

３ 精神保健福祉対策に関する業務

４ 疾病の予防に関する業務

1 地域包括ケアの推進に関する業務

2 健康づくり・生活習慣病対策に関する業務

3 難病対策に関する業務

4 栄養改善に関する業務

5 母子保健対策に関する業務

（内エルダースタッフ1人（内嘱託職員４人) 6 歯科保健対策に関する業務

7 肝炎対策に関する業務

１ 食品衛生に関する業務

２ 狂犬病予防に関する業務

３ 薬務に関する業務

４ 関係団体の育成に関する業務

１ 大気汚染・水質汚濁・土壌汚染等に関する業務

２ 廃棄物の処理に関する業務

３ その他の公害防止及び環境保全に関する業務

  ４　行政組織・業務の内容

       （内エルダースタッフ１人

　       嘱託職員３人)

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
広
島
支
所
長

健康増進係

（９人）

厚　生　課
（12人）

参事
(医療介護総合確保担当）

　（内エルダースタッフ２人

　　嘱託職員３人)

（内嘱託職員3人）

次
　
長

食品薬事係
（９人）

 参事
（監視指導担当）

衛生環境課
（１８人）

環境管理係

（8人）

保健対策係

（1３人）

      （内エルダースタッフ１人

　　　嘱託職員２人）

保　健　課
（2３人）
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17
. 

4.
 1

加
計

保
健

所
を

設
置

（
山

県
郡

西
部

を
管

轄
）

19
. 

9.
30

可
部

保
健

所
を

設
置

（
安

佐
郡

を
管

轄
）

八
重

保
健

所
を

設
置

（
山

県
郡

東
部

を
管

轄
）

甲
立

保
健

所
を

設
置

（
高

田
郡

を
管

轄
）

23
. 

8.
 1

広
島

市
霞

町
の

県
庁

構
内

に
安

藝
保

健
所

を
設

置

(安
芸

郡
及

び
佐

伯
郡

の
一

部
（

8町
21

村
）

を
管

轄
)

24
. 

6.
18

海
田

市
町

（
海

田
町

稲
荷

町
）

に
移

転

24
. 

9.
 8

安
藝

保
健

所
を

海
田

市
保

健
所

に
改

称

26
. 

1.
16

海
田

市
町

（
現

・
海

田
町

の
港

町
公

園
）

に
庁

舎

を
新

設

26
. 

7.
 1

大
柿

保
健

所
の

設
置

に
よ

り
２

町
８

村
を

移
管

26
.1

0.
 1

安
芸

地
方

事
務

所
（

安
芸

郡
）

に
厚

生
課

を
設

置
26

.1
0.

 1
安

佐
地

方
事

務
所

に
厚

生
課

を
設

置
（

安
佐

郡
を

管
轄

）

山
県

地
方

事
務

所
に

厚
生

課
を

設
置

（
山

県
郡

を
管

轄
）

高
田

地
方

事
務

所
に

厚
生

課
を

設
置

（
高

田
郡

を
管

轄
）

31
. 

5.
 1

安
芸

地
方

事
務

所
を

廃
止

し
，

海
田

市
福

祉
事

務
31

. 
5.

 1
安

佐
，

山
県

，
高

田
地

方
事

務
所

を
廃

止
し

，
可

部

所
を

設
置

福
祉

事
務

所
を

設
置

（
安

佐
郡

及
び

山
県

郡
を

管
轄

）

吉
田

福
祉

事
務

所
を

設
置

（
高

田
郡

を
管

轄
）

32
. 

1.
 1

海
田

市
保

健
所

を
海

田
保

健
所

に
改

称
32

. 
1.

 1
八

重
保

健
所

を
千

代
田

保
健

所
に

変
更

甲
立

保
健

所
を

甲
田

保
健

所
に

変
更

32
. 

1.
20

海
田

市
福

祉
事

務
所

を
海

田
福

祉
事

務
所

に
改

称

39
. 

4.
 1

呉
福

祉
事

務
所

が
設

置
さ

れ
，

江
田

島
町

，
音

戸
39

. 
4.

 1
大

柿
保

健
所

か
ら

倉
橋

町
が

移
管

町
，

倉
橋

町
，

下
蒲

刈
町

，
蒲

刈
町

を
移

管

46
. 

5.
 1

海
田

町
稲

荷
町

か
ら

海
田

合
同

庁
舎

内
（

海
田

町

南
昭

和
町

１
４

番
１

９
号

）
に

移
転

48
. 

3.
20

可
部

保
健

所
を

廃
止

（
管

内
全

町
が

広
島

市
へ

編
入

さ
れ

た
こ

と
に

伴
う

。
）

51
. 

4.
 1

機
構

改
革

に
よ

り
吉

田
福

祉
事

務
所

を
廃

止
し

，
山

県

郡
及

び
高

田
郡

を
管

轄
区

域
と

し
て

可
部

福
祉

事
務

所

を
設

置
53

. 
4.

 1
加

計
，

千
代

田
及

び
甲

田
の

３
保

健
所

を
統

合
し

，

可
部

保
健

所
と

し
て

再
編

整
備

（
山

県
郡

及
び

高
田

郡
を

管
轄

）

５
　

沿
革

海
　

田
　

保
　

健
　

所
海

田
福

祉
事

務
所

昭 　 　 　 　 和

可
部

福
祉

事
務

所
可

　
部

　
保

　
健

　
所



6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 　 　 成
 
5
.
 
4
.
 
1

 
5
.
 
4
.
 
1

 
9
.
 
4
.
 
1

 
9
.
 
4
.
 
1

1
0
.
 
4
.
 
1

1
1
.
 
4
.
 
1

1
3
.
 
4
.
 
1

1
3
.
 
4
.
 
1

1
8
.
 
4
.
 
1

市
，

町
へ

の
事

務
移

譲
に

伴
い

，
福

祉
課

福
祉

係
を

廃
止

1
9
.
 
4
.
 
1

福
祉

課
指

導
係

を
廃

止

2
0
.
 
4
.
 
1

福
祉

課
を

廃
止

2
1
.
 
4
.
 
1

　
　

　
課

・
係

設
置

　
　

厚
生

保
健

課
　

→
　

厚
生

推
進

係
，

医
療

福
祉

係
，

保
健

対
策

係
，

健
康

増
進

係

　
　

　
　

 
　

　
　

 
　

　
衛

生
環

境
課

　
→

　
食

品
薬

事
係

，
環

境
管

理
係

　
　

　
　

　
 
　

　
　

　
（

業
務

の
一

部
は

，
本

庁
集

約
又

は
西

部
厚

生
環

境
事

務
所

・
西

部
保

健
所

へ
移

管
）

2
4
.
 
4
.
 
1

厚
生

保
健

課
を

廃
止

し
，

厚
生

課
及

び
保

健
課

を
設

置
（

厚
生

推
進

係
，

医
療

福
祉

係
を

廃
止

）

福
祉

課
を

西
部

厚
生

環
境

事
務

所
・

西
部

保
健

所
か

ら
移

管
，

設
置

　
　

　
課

・
係

設
置

　
　

厚
　

生
　

課
　

→
　

係
な

し

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

福
　

祉
　

課
　

→
　

係
な

し

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

保
　

健
　

課
　

→
　

保
健

対
策

係
，

健
康

増
進

係

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

衛
生

環
境

課
　

→
　

食
品

薬
事

係
，

環
境

管
理

係

2
6
.
 
4
.
 
1

府
中

町
福

祉
事

務
所

設
置

に
伴

い
生

活
保

護
業

務
を

府
中

町
に

移
管

し
，

福
祉

課
を

廃
止

地
域

事
務

所
再

編
に

よ
り

，
広

島
地

域
事

務
所

厚
生

環
境

局
海

田
分

室
・

広
島

地
域

保
健

所
海

田
分

室
及

び
芸

北
地

域
事

務
所

厚
生

環
境

局
・

芸
北

地
域

保
健

所
を

統
合

し
て

西
部

厚
生

環
境

事
務

所
広

島
支

所
・

西
部

保
健

所
広

島
支

所
を

厚
生

推
進

課
地

域
医

務
係

→
医

療
福

祉
係

を
芸

北
地

域
事

務
所

厚
生

環
境

局
・

芸
北

地
域

保
健

所
に

再
編

整
備

老
人

保
健

福
祉

推
進

室
を

廃
止

し
，

保
健

福
祉

推
進

室
を

設
置

試
験

検
査

課
を

縮
小

，
試

験
検

査
室

に
名

称
変

更

局
及

び
広

島
地

域
保

健
所

（
廿

日
市

庁
舎

）
に

再
編

海
田

庁
舎

に
は

，
厚

生
推

進
課

，
保

健
課

，
生

活
衛

生
課

の
３

課
か

ら
な

る
海

田
分

室
を

設
置

（
安

芸
郡

を
管

轄
）

芸
北

地
域

事
務

所
厚

生
環

境
局

・
芸

北
地

域
保

健
所

海
田

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

（
海

田
福

祉
保

健
セ

ン
タ

ー
・
海

田
保

健
所

）

音
戸

町
，

倉
橋

町
，

下
蒲

刈
町

，
蒲

刈
町

を
呉

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

に
移

管

広
島

地
域

事
務

所
厚

生
環

境
局

・
広

島
地

域
保

健
所

海
田

分
室

平 　 　 　 　 成

地
域

事
務

所
制

へ
の

移
行

に
伴

い
，

可
部

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

（
可

部
福

祉
保

健
セ

ン
タ

ー
・

可
部

保
健

所
）

西
 部

 厚
 生

 環
 境

 事
 務

 所
 広

 島
 支

 所
 ・

 西
 部

 保
 健

 所
 広

 島
 支

 所

保
健

所
）

を
設

置
（

安
芸

郡
を

管
轄

）

海
田

福
祉

事
務

所
と

海
田

保
健

所
を

統
合

し
て

海
田

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

（
海

田
福

祉
保

健
セ

ン
タ

ー
・

海
田

保
健

所
を

設
置

　
（

山
県

郡
及

び
高

田
郡

を
管

轄
）

可
部

福
祉

事
務

所
と

可
部

保
健

所
を

統
合

し
て

可
部

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

（
可

部
福

祉
保

健
セ

ン
タ

ー
・

可
部

老
人

保
健

福
祉

推
進

室
を

廃
止

し
，

保
健

福
祉

推
進

室
を

設
置

保
健

課
予

防
係

及
び

保
健

婦
係

を
廃

止
し

，
保

健
課

保
健

対
策

係
及

び
健

康
増

進
係

を
設

置

可
部

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

（
可

部
保

健
セ

ン
タ

ー
・
可

部
保

健
所

）

広
島

県
庁

敷
地

内
（

広
島

市
中

区
基

町
1
0
-
5
2
）

に
設

置
（

安
芸

高
田

市
，

安
芸

郡
及

び
山

県
郡

を
管

轄
）

保
健

課
予

防
係

及
び

保
健

婦
係

を
廃

止
し

，
保

健
課

保
健

対
策

係
及

び
健

康
増

進
係

を
設

置

試
験

検
査

室
を

東
広

島
保

健
所

へ
集

約

海
田

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

と
廿

日
市

総
合

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

を
統

合
し

，
広

島
地

域
事

務
所

厚
生

環
境
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 ６　 常設の相談等の実施計画

  健康相談日
（令和元年度）

項 目 内 容 開 催 日 受 付 時 間 開 催 場 所 備 考

令和元年 ５月１５日（ 水）
令和元年１１月 ６日（ 水）

１３時３０分～１５時３０分
安 芸 高 田 市 保 健 セ ン タ ー

（ 安芸高 田市 吉田 町常 友1564- ２）
安 芸 高 田 市 健 康 長 寿 課
（ ０ ８ ２ ６ － ４ ２ － ５ ６ ３ ３ ）

令和元年 ５月 １３ 日（ 月）
令 和元 年 ７ 月 ８ 日（ 月）
令和元年１１月１１日（ 月）
令 和 ２ 年 ３ 月 ２ 日 （ 月 ）

１３時３０分～１５時３０分
府 中 町 老 人 福 祉 セ ン タ ー 福 寿 館
（ 安 芸 郡 府 中 町 浜 田 本 町 5-25 ）

府 中 町 福 祉 課
（ ０ ８ ２ － ２ ８ ６ － ３ １ ６ １ ）

令和元年 ６月 ２７ 日（ 木）
令和元年 ９月 ２０ 日（ 金）
令 和 ２ 年 ２ 月 ２０ 日（ 木）

１３時３０分～１５時３０分
海 田 町 保 健 セ ン タ ー
（ 安 芸 郡 海 田 町 中 店 8-33 ）

海 田 町 健 康 増 進 係
（ ０ ８ ２ － ８ ２ ３ － ４ ４ １ ８ ）

令 和元 年 ８ 月 ６ 日（ 火）
令和元年１２ 月 ５ 日（ 木）
令 和 ２ 年 ３ 月 １２ 日（ 木）

１３時３０分～１５時３０分
熊 野 町 町 民 会 館
（ 安 芸 郡 熊 野 町 中 溝 1-11-2 ）

熊野町子育て ・ 健康推進課
（ ０ ８ ２ － ８ ２ ０ － ５ ６ ３ ７ ）

令和元年 ８月 ２０ 日（ 木）
令 和 ２ 年 ２ 月 ６ 日 （ 木 ）

１３時３０分～１５時３０分
坂 町 保 健 セ ン タ ー
（ 安 芸 郡 坂 町 坂 西 1-18-14 ）

坂 町 保 険 健 康 課
（ ０ ８ ２ － ８ ８ ５ － ３ １ ３ １ ）

令和元年 ９月 １３ 日（ 金） １３時３０分～１５時３０分
殿 賀 ふ れ あ い プ ラ ザ
（山県郡安芸太田町下殿賀下堀711-1）

安 芸 太 田 町 健 康 づ く り 課
（ ０ ８ ２ ６ － ２ ２ － ０ １ ９ ６ ）

令和元年 ７月 １７ 日（ 水）
令和元年１１月２１日（ 木）

１３時３０分～１５時３０分
千 代 田 開 発 セ ン タ ー
（ 山 県 郡 北 広 島 町 有 田 1234-1 ）

北広島町保健課健康増進係
（ ０ ５ ０ － ５ ８ １２ －１ ８５ ３）

エ イ ズ Ｈ Ｉ Ｖ 抗 体 検 査 毎 月 第 ２ 火 曜 日 ９ 時 ０ ０ 分 ～ １ １ 時０ ０分
西 部 保 健 所 広 島 支 所
（ 広 島 市 中 区 基 町 １ ０ － ５ ２ ）

保 健 課 保 健 対 策 係
（ ０ ８ ２ － ５ １ ３ － ５ ５ ２ １ ）
予 約 制

肝 炎 Ｂ 型 ・ Ｃ 型 肝 炎 ウ イ ル ス 検 査 毎 月 第 ２ 火 曜 日 １３時００分～１４時００分
西 部 保 健 所 広 島 支 所
（ 広 島 市 中 区 基 町 １ ０ － ５ ２ ）

保 健 課 保 健 対 策 係
（ ０ ８ ２ － ５ １ ３ － ５ ５ ２ １ ）
予 約 制

こ こ ろ の 健 康 相 談 精 神 科 医 に よ る 相 談
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１ 地域保健福祉対策 

 地域保健法に基づく地域保健に係る広域的・専門的・技術的拠点として，各市町

や関係機関との連携を図りながら，住民のニーズに即した地域保健対策を推進する。 

（1） 人材の育成と資質の向上 

 少子・高齢化の進展に伴い，保健・医療・福祉サービスの需要が増大しており，

これに対応する人材の確保及び養成が大きな課題となっている。このため，保健・

医療・福祉関係の学生等を受け入れ，実習指導を計画的に実施する。 

（2） 圏域地域保健対策協議会 

 これまで，海田地域及び芸北地域において，保健・医療・福祉の関係団体等で

構成する圏域地域保健対策協議会（以下「地対協」という。）をそれぞれ設置し，

保健・医療・福祉の推進を図ってきた。 

 平成 21 年 4 月の県の組織再編に伴い，各地対協事務局は広島支所に統合され

たが，地域の実情，取り組むべき課題，今までの経緯などが異なるため，従来ど

おりに各圏域地対協ごとに事業を推進している。  

ア 海田地域保健対策協議会（略称：海田地対協） 

 安芸郡 4 町における，保健・医療・福祉の推進を図るため，保健医療福祉関係

者が，調査・協議し，必要な事業を実施推進し，地域住民の健康の保持・増進及

び福祉サービスの向上を図ることを目的として，平成 9 年 9 月 26 日に設立され

た。 

現在は，地域保健・医療福祉・地域ケアの 3 専門部会を設置し，「広島県保健

医療計画」「ひろしま高齢者プラン」及び「健康ひろしま 21」各地域計画の推進

に係る事業を実施している。  

平成 30 年度から継続し，地域包括ケア推進の一環として，介護支援専門員や

介護職等を対象とした在宅緩和ケア研修事業を実施する。 

イ 芸北地域保健対策協議会（略称：芸北地対協） 

 安芸高田市及び山県郡 2町における保健・医療・福祉の推進を図るため，保健

医療福祉関係者が，調査・協議し，必要な事業を実施推進し，地域住民の健康の

保持・増進及び福祉サ－ビスの向上を図ることを目的として，平成 9 年 10 月 9

日に設立された。 

現在は，地域包括ケア推進部会・保健医療計画等検討部会の２部会により，「広

島県保健医療計画」「ひろしま高齢者プラン」及び「健康ひろしま 21」各地域計

画の推進に係る事業を実施している。また，救急医療対策専門部会により芸北地

域における救急医療の現状や課題について協議等を行っている。 

平成 30 年度から継続し，地域包括ケア推進の一環として，介護支援専門員や

介護職等を対象とした在宅緩和ケア研修事業を実施する。 

ウ 広島圏域地域保健対策協議会 
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広島二次保健医療圏に関する事項については，海田地対協及び芸北地対協と広

島市連合地対協が連携して，圏域内の保健・医療・福祉の推進を図る必要である

ことから，圏域内の 3 地対協で構成する広島圏域地域保健対策協議会を設置して

いる。 

２ 医療対策 

(1） 医療施設の指導 

 医療施設における適正な医療の確保を図るため，主として病院，有床診療所を

対象に立入検査を実施し，医療従事者の確保，施設整備及び適正な管理等につい

て指導する。 

（2） 救急医療対策 

   救急医療情報ネットワークシステムの構築を進め，医療機関の連携，インター

ネット等による地域住民への情報提供を推進し，災害発生時には，各医療機関等

相互の支援体制等の情報管理を行う。 

   救急医療体制の整備に対する支援としては，初期救急医療施設で対応すること

が困難な重症救急患者を受け入れる二次救急医療を救急告示病院等及び病院群輪

番制により対応しており，その救急医療施設の施設整備を県費補助金等により支

援する。 

 また，救急患者の救命率向上のため，救急現場から医療機関に搬送するまでに

救急救命士が行う適切な応急処置を支援するため，医療機関と消防機関が連携し

たメディカルコントロール体制を推進する。 

（3） へき地医療対策 

 無医地区等の医療確保のために，へき地診療所への医師派遣や代診医の派遣を

行う機関として，厚生連吉田総合病院及び安芸太田病院を「へき地医療拠点病院」

として位置づけて支援する。 

（4） 広島県保健医療計画の推進 

 広島二次保健医療圏の海田地域及び芸北地域保健対策協議会において，保健医

療に係る現場情報を分析し，地域固有の課題に即して，必要な連携方策等を検討

することにより，良質かつ適切な保健医療体制の確保に資する取組を推進する。 

  平成30年 3月には平成30年度から平成35年度を計画期間とする第7次広島県

保健医療計画地域計画（広島二次保健医療圏）の策定を行った。 

  また，保健医療計画の一部として策定された地域医療構想について，その実現

を図るため，平成 28 年度に地域医療構想調整会議を設置し，平成 29 年度には調

整会議のもとに南部・北部病院部会を設けて協議を行っている。 

３ 災害対策 

 広島県地域防災計画に基づき災害対策配備計画を策定し，災害が発生した場合，
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災害情報を迅速かつ的確に把握し報告する。 

 さらに，災害救助法が適用された場合は，市町と連携して災害救助活動及び市町

に対して防疫等の指導を実施する。 

  また，県内外における災害発生時に，迅速かつ適切な公衆衛生支援を行うため，関

係団体等の協力を得て広島県災害時公衆衛生チームを設置した。 

平成 26 年 8 月発生した広島市大規模土砂災害，平成 28 年 4 月発生した熊本地震

において，災害時公衆衛生チームとして保健師等を派遣し，避難者の衛生管理や心身

のケア及びニーズ調査等により支援活動を行った。 

平成 30 年７月豪雨災害では，管内の死者・行方不明者は 114 名（管内では 33 名，

災害関連死を除く）と，過去 50 年で最大の人的被害であった。また，土砂災害，河

川の氾濫，道路・鉄道への被害による大動脈の寸断など，県内の広範囲で大きな被害

をもたらした。 

  当所管内のうち，被害の甚大であった海田町，熊野町及び坂町に対し，災害時公衆

衛生チームを派遣し被災初期の支援・調査活動を行うとともに，11 都県市から県外

応援保健師チーム，更に４県市からＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）の

支援・協力を受けながら，被災者への保健医療活動を行った。 

４ 母子・父子・寡婦福祉対策 

 母子・父子・寡婦福祉資金の効果的な貸付けを行い，経済的支援を図るとともに，

その利用者の実情に即した償還の指導を行う。 

５ 地域支援対策    

（1）ひろしま高齢者プランの推進 

 高齢期になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう， 

地域の実情を反映させた高齢者プランを策定し，海田地域及び芸北地域保健対策協 

議会において取組みを推進している。 

   団塊の世代が 75歳以上となる 2025 年に備えるため，平成３０年３月に策定した

保健医療計画と一体的に健康寿命の延伸を総括目標とした第７期ひろしま高齢者

プランに基づき，介護予防や自立支援等の施策に重点的に取り組んでいる。 

（2）地域包括ケアシステムの強化に向けた取組 

地域包括ケアシステムの構築に向けて，平成 24 年 6 月に設置された広島県地域

包括ケア推進センターが核となり県主管課とともに，モデル事業や専門家派遣，研

修会，普及啓発等の事業を通じた市町支援を行ってきた。  

    平成 27 年度からは，すべての日常生活圏域で地域包括ケアシステムを構築する

ことを目標に，広島県地域包括ケア推進センター，県主管課及び保健所が一体とな

って市町支援の取組を実施している。 

    平成 29 年度末には，管内 17 圏域全てにおいて地域包括ケア体制を構築し，平成 
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30年度から，地域特性を踏まえた地域包括ケアシステムの強化に取り組んでいる。 

  保健所の市町支援の重点項目は次のとおりである。 

・地域づくりによる介護予防の推進支援(通いの場の立ち上げ支援，市町助言等） 

 ・介護予防の普及展開支援（地域ケア会議の実地支援） 

 ・生活支援体制の整備支援（アドバイザー派遣同行・助言等） 

 ・在宅医療・介護連携の推進支援（切れ目のない在宅医療・介護の提供体制構築） 

 ・地域分析・地域診断 

６  健康づくり対策 

(1)  地域保健活動の効果的な推進 

「管内保健活動推進連絡会議」を開催し，保健所及び市町の取組についての情報

交換や，地域の健康課題等の明確化及び共有を行い，健康増進計画等の効果的な

推進を図る。   

（2） 「健康ひろしま 21(第 2 次)圏域計画」の推進 

 健康ひろしま 21（第 2 次）は，中間見直しを行い，平成 30 年 3 月に改訂版を

作成した。圏域計画では，健康寿命の延伸を総括目標とし，その達成に向けて，

海田地域，芸北地域の各後期 6 か年計画を作成し，その進捗管理及び市町健康増

進計画が推進されるよう推進会議等により支援を行う。 

主に重点課題である「生活習慣病の発症予防・重症化予防」「こころの健康づく

りの推進」「生涯を通じた健全な口腔の機能の維持」に取り組むため，市町及び関

係機関・団体との協働により，各種施策を実施する。 

（3） 生活習慣病予防対策の推進 

海田地対協では，「生活習慣病予防推進会議」を，芸北地対協では，「地域・職

域連携推進協会議」を設置し，町及び関係機関・団体と連携して生活習慣病の発

症予防・重症化予防に取り組む。 

(4) がん対策の推進 

海田地対協及び芸北地対協において，町及び関係機関・団体と連携し，がん検

診受診率向上に向けた普及啓発，受診勧奨の推進を図るとともに，禁煙週間を中

心とした，受動喫煙防止の普及啓発を市町と連携して実施する。 

（5） 食育推進事業 

関係機関との連絡会議及び関係者の研修を実施し，食育の推進を図るとともに，

各市町の食育連絡会議の開催を支援し，関係機関との連携体制を構築する。また，

広島県食育推進計画(第 3 次)では，食育の推進に関する普及啓発を図るため，10

月 19 日を「ひろしま食育の日」，毎月 19日を「家庭で食育を考える日」としてお

り，本年度は 6月，10月の食育に日を中心に庁舎内にのぼりを設置するとともに

食育に関するチラシを配布し，普及啓発を重点的に推進する。 

 (6)  健康生活応援店推進事業 
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施設内禁煙，ヘルシーメニューの提供等により県民の健康づくりの実践の支援

等を行う店舗を「健康生活応援店」を認証し，県民への周知に努め健康的な生活

の推進と健康に配慮した環境整備を図る。 

７ 栄養改善対策 

(1) 人材育成   

 市町栄養改善対策担当者及び地域活動栄養士に対して研修会等を行い，人材育

成に努める。 

 また，管理栄養士養成施設の臨地実習を受け入れ，管理栄養士の人材の確保及

び育成として，指導に当たっている。 

（2） 給食施設指導 

   給食施設における栄養管理の充実及び食育の推進を図るため，個別巡回指導及

び研修等の集団指導を実施するとともに，管理栄養士等の配置促進についても指

導する。 

給食施設が適切な栄養管理を行うため，必要な知識等についての研修会を実施

する。 

(3)  専門的栄養指導 

 アレルギー疾患，難病，小児療育等に対象者に対する保健指導と連携を図り，

専門的栄養指導を実施する。 

（4） 栄養成分表示，誇大表示 

    栄養成分表示・誇大表示等が適正に実施されるよう普及啓発を行う。 

８ 結核・感染症対策 

（1） 感染症対策 

ア 感染症予防事業 

 感染症の発生を予防するとともに，発生した場合の初動体制を強化し，医療機

関，医師会及び市町等の関係機関と連携し，感染症に関する医療を整備すること

で，迅速・的確にまん延防止を図る。     

 平成 21年に新型インフルエンザ（A／H1N1）が発生し，国において新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法が制定されるなど，防疫体制の見直しが行われたが，

更なる感染拡大とともに，ウイルスの強毒性への変異や鳥インフルエンザウイル

ス(H5N1，H7N9）による新型インフルエンザの発生が懸念されている。 

 そのため，関係機関との連絡会議や研修会を開催し，防疫体制の整備と，患者

に配慮した対策を進める。  

イ 感染症発生動向調査 

 感染症に対する有効かつ的確な予防対策を推進するために，医療機関や医師会

の協力により，感染症に関する情報を迅速に収集し，国及び県内の感染症発生状
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況の把握に努めるとともに，市町や医師会に迅速に情報を提供する。 

 また，新型インフルエンザの発生状況やウイルスの病原性の変化等を把握する

ための調査や集計を実施する。 

（2） 結核対策 

 全国的に結核罹患率は低下傾向にあるが，新たな患者に占める 70 歳以上の高齢

者の割合は依然として高く，管内の新規登録患者も 70 歳以上が 8割となっている

ため，高齢者に対する結核予防対策を重点的に推進する必要がある。 

ア 患者管理 

 医療機関に対して診断後直ちに患者発生の届出を行うよう指導するとともに，

患者及び家族等の接触者への調査，指導及び健康診断を速やかに実施し，二次感

染の防止に努める。 

イ 地域 DOTS（直接服薬確認療法）事業 

 医療機関の指導，協力を得ながら，退院後も患者との面接，訪問等を通して直

接服薬管理を行い，治療中断にならないよう患者支援を推進する。 

（3） エイズ・性感染症対策 

 エイズ予防対策として，感染不安を持つ住民に対する相談対応やプライバシー

保護に配慮した検査（匿名，無料）を実施し，早期発見による早期治療や二次感

染防止を図る。 

 また，エイズキャンペーン等により，正しい知識の普及や HIV に対する理解を

深めるための住民（特に高校生等の若年層）に対する普及啓発活動を実施する。 

９ 肝炎対策 

（1） 肝炎ウイルス検査・相談事業 

住民への正しい知識の普及を図るとともに，肝炎ウイルス感染の疑いのある者

に対し，早期発見・早期治療体制の充実を図るために，受検勧奨を行う。 

また，保健所及び医療機関に委託した肝炎ウイルス検査において，医療を要す

る者に対して市町との連携した保健指導を行う。 

(2)   肝炎治療費助成事業 

ウイルス性肝炎の治療におけるインターフェロン治療・インターフェロンフリ

ー治療及び核酸アナログ製剤治療等の治療費の一部を助成する事業への相談・申

請受付を行う。 

(3)  肝炎重症化予防推進事業 

「広島県肝疾患患者フォローアップシステム」の実施の充足に向けて，肝疾患

患者フォローアップシステムへの登録に同意がある慢性肝炎患者等について，初

回精密・定期検査費用等を助成する事業への相談・申請受付を行う。 

(4) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 

平成 30年 12 月から肝がん・重度肝硬変（非代償性肝硬変）に係る入院医療費
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の助成を開始した。 

  参加者証の交付を受けた者は，過去 12 月以内に対象医療費の自己負担が高額 

療養費算定基準額を超えた月数が 4月を超える月において，医療費助成を受ける

ことができる。 

  医療費助成を受けた場合，対象医療の自己負担額は 1万円/月医療機関となる。 

10 歯科保健対策 

 「生涯を通じた歯と口腔の健康づくり」を推進するために，普及啓発として「歯

と口の健康週間関連表彰」「はつらつ家族表彰」等を実施している。 

 また，地区歯科衛生連絡協議会や海田地対協及び芸北地対協などの関係機関と連

携し，歯科保健研修会の開催や，妊婦歯科健診や歯周疾患検診の受診率向上のため

の普及啓発等の事業を行う。 

11 精神保健福祉対策 

（1） 医療体制の推進 

措置入院患者・医療保護入院患者の病状審査や精神科病院の実地指導により入

院患者の処遇適正化を推進する。 

（2） 精神保健福祉対策の推進 

 専門医師による心の健康相談及び保健師による家庭訪問やひきこもり相談など

を実施し，必要に応じて市町や関係機関との連携を図り，精神障害者の早期治療

の促進と地域生活の支援を行う。 

 また，精神保健福祉業務における危機介入に関わる関係機関（市町，警察署）

の連携を図り，よりよい支援体制を構築するため，海田，芸北地域において精神

保健危機管理対策連絡会議を開催する。 

（3） 地域精神保健福祉対策 

 精神科病院に入院している精神障害者のうち，病状が安定しており，受入条件

が整えば退院可能な者の地域社会生活への移行を促進する。 

 また，地域における精神障害者に対する支援体制をつくるため，こころの健康

づくり地域会議や地域生活支援推進協議会を開催する。 

（4） 自殺予防対策推進事業 

 自殺予防に関係者が連携して対処できるよう管内の関係機関と連絡会議を開く

とともに，医療・行政等の関係機関の連携を主眼とした自殺未遂者支援策を検討

し，自殺予防対策の推進を図る。 

12 難病対策 

（1） 指定難病医療費助成事業 

 原因が不明で，治療方法が確立されていない，いわゆる難病のうち，治療がき
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わめて困難で，かつ，その医療費が高額である 333 疾病について，医療費の負担

軽減等を図るため，公費負担を行う。 

  難病の患者に対する医療等に関する法律の大都市特例により，平成 30年 4 月か

ら県で行っていたすべての事務を広島市へ移譲した。 

（2） 小児慢性特定疾病医療費助成事業 

 治療が困難な上，長期にわたる疾患で，これを放置すると児童の健全な育成を

阻害する 14 疾患群 762 疾病について，医療費の負担軽減等を図るため，公費負

担を行う。 

（3） 難病相談事業等 

 難病患者やその家族の精神的な不安，経済的負担の軽減を図るため，医療，保

健，栄養，福祉等の相談会を開催する。 

 また，指定難病を中心とした患者や家族のニーズを踏まえて医療講演会や患者

交流会等を開催し，情報提供を図り，よりよい療養生活が送れるよう支援する。

本年度は，脊髄小脳変性症・多系統委縮症に関する医療講演会及び患者交流会を

実施する。 

（4） 重症難病患者地域支援事業 

在宅の難病患者を対象に家庭訪問を実施し，安定した療養生活の支援を行うと

ともに，医師，歯科医師，訪問看護師，理学療法士，市町関係者等による在宅重

症難病患者に対する支援計画等の策定，評価など，患者の実態に応じたきめ細か

な支援を行う。 

また，難病対策事業連絡会議を開催し，市町等関係機関との情報の共有を図る。 

（5） ピアカウンセリング事業 

    小児難病患者の家族に対し，同じ悩みや不安を持つ保護者の立場から助言，相

談を行う場を設け，不安を軽減し，よりよい療養生活が送れるよう支援するため，

相談会・講演会を実施する。本年度は，こどもの膠原病について講演会・交流会

を実施する。 

13  母子保健対策 

(1)  地域の母子保健対策の効果的な推進 

   「管内母子保健連絡会議」を開催し保健所及び市町で協議を行うとともに，保

健所・市町等の関係機関が連携した取組みを行う。 

（2） 心身障害児対策 

 心身障害の早期発見と早期療育を目的として，長期療養児相談指導事業におい

て相談や訪問，関係者の研修会等を行うとともに，早期に各種サービスに結びつ

くための基盤整備を進めている。 

  (3)  児童虐待の予防に関する取り組み 

    ハイリスク妊産婦に対して，健全な親子関係を築くため，海田地対協，芸北地
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対協において「母子保健推進連絡会議」を設置し，関係者等で協議を行う。また，

海田地対協では，産科及び小児科医療機関と地域保健の連携による育児支援体制

の構築を図り，虐待の未然防止に努める。 

（4） 不妊治療支援事業 

 医療保険が適用されず，高額な医療費がかかる特定不妊治療に係る経済的負担

の軽減を図るため，その費用の一部を助成している。 

（5） 不妊検査・一般不妊治療費助成事業 

不妊を心配する夫婦の早期治療を促すため，夫婦が共に受けた不妊検査費用，

一般不妊治療費の一部を助成している。 

14  食品衛生対策 

 食品による危害の発生を未然に防止するため，飲食店，給食施設及び食品製造施

設等に対する監視指導を実施するとともに，管内で製造された食品や流通している

食品の検査を実施する。また，食品営業者の自主衛生管理体制の確立を推進し，食

生活における安全の確保を図る。 

（1） 監視指導及び収去検査 

ア 食品製造施設 

 大量かつ広域に流通する食品，危害度の高い食品及び乳児や高齢者等が高頻度

に喫食する食品を製造する施設並びに県特産品であるかきの作業場に重点的に

立入調査を実施し，衛生管理の実施状況や施設等の管理状況等について監視指導

を行う。 

イ 仕出し・弁当業，旅館業及び集団給食施設等 

 衛生講習会を開催して衛生知識の向上を図るとともに，施設への立入調査や副

食等の細菌検査を実施し，食中毒発生の未然防止に努める。 

 また，管内のスキー場周辺部の民宿や飲食店等については，スキーシーズン前

に衛生講習会及び集中監視を実施する。 

ウ 食品販売業等 

 食品の保管・販売状況や表示を監視するとともに，細菌，添加物，残留農薬等

の検査を実施して不良食品の排除に努める。 

エ 食品表示適正化の推進 

 食品表示法等を所管する関係機関と連携し，食品関係営業者を対象とした表示

の講習会，啓発資料の配布を行う。さらに，量販店及び食品製造施設に対し，表

示の一斉監視を実施する。 

（2） 自主衛生管理体制確立の推進 

ア 管内の食品衛生協会の円滑な事業運営及び指導員活動の活性化等を助言・指導

し，業界の自主的な衛生管理体制の確立を推進する。 

イ 管内の総合衛生管理製造過程（HACCP）承認施設に対して，立入検査を実施し， 
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 HACCP システムによる自主衛生管理体制の維持・整備について指導する。 

ウ 管内の食品製造業者等に危害分析・重要管理点方式（HACCP システム）による

自主衛生管理体制の導入について指導する。 

エ 平成 16 年 8 月に創設された「広島県食品自主衛生管理認証制度」の普及啓発

に努める。 

15  狂犬病予防対策 

 狂犬病の発生を予防するため，犬の登録及び狂犬病予防注射の啓発指導を行うと

ともに，管内市町における登録・注射状況を把握し，円滑な運営を図るために獣医

師会等との連携調整に努めている。 

16  薬事関係対策 

（1） 医薬品対策 

 医薬品等の品質，有効性及び安全性を確保するため，薬局及び医薬品販売業等

に立入検査を実施し，適正な管理，販売方法等について指導を行うとともに，収

去検査を実施し，不良品の発見・排除に努めている。 

 医薬品の適正使用を推進するため，薬局，店舗販売業等において医薬品情報の

提供の徹底を図るよう指導している。 

 さらに，いわゆる健康食品については，販売方法や広告の実態調査を行い，痩

身効果を標榜する製品については，買い上げた上で成分検査を実施する等，無承

認無許可医薬品の発見・排除に努めている。 

 また，平成 28 年度より開始した健康サポート薬局制度については，国が定める

基準に適合するよう，相談の受付及び指導を行っている。 

（2） 毒物及び劇物対策 

 毒物及び劇物による保健衛生上の危害を防止するため，毒物劇物販売業及び業

務上取扱者の立入検査を実施し，取扱い，保管管理等について指導し，農業用品

目販売業者等には，農薬危害防止運動月間（6月～8月）を中心に巡回指導を行っ

ている。 

（3） 麻薬，向精神薬及び覚醒剤原料，けし等対策 

 麻薬，向精神薬及び覚醒剤原料の不正な使用や流通を防止するため，医療機関，

薬局等取扱施設の立入検査を実施し，取扱い，保管管理等について指導している。 

 また，麻薬の原料となる自生けし等を排除するため，関係市町等の協力を得て

除去を行っている。平成 30 年度は管内 30 か所で自生けしの除去を行っている。 

 さらに，麻薬，覚醒剤，危険ドラッグ等の薬物乱用防止対策として，広島県薬

物乱用防止指導員安芸地区及び芸北地区協議会を設置し，協議会指導員と連携し

て，地域住民への啓発活動等を実施している。この協議会の活動として，地元中

高生の協力を得て，国際麻薬乱用撲滅デーである 6 月 26 日にあわせて，「626 ヤ
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ング街頭キャンペーン」を管内 2か所で実施している。 

（4） 献血推進対策 

 安定した血液製剤の供給のため，400ｍｌ献血と成分献血の普及啓発に努めて

いる。また，市町の献血組織の育成を行うとともに，計画的な献血の推進に努め

ている。 

17  環境保全対策 

  大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムの中，ライフスタイルに

起因する環境問題が問われている。 

 このため，快適な環境の創造をめざし，安全で安心できる快適な生活が送れる

ように，典型 7 公害対策のほか，ダイオキシン対策及び地球温暖化対策等総合的

な環境保全対策の推進を図る。 

（1） 大気汚染防止対策 

 大気汚染防止法等の規制対象となる工場・事業場及び解体等現場の立入検査

を実施する。 

 大気汚染緊急時の措置として，硫黄酸化物，オキシダント等の濃度が一定の

基準を超えたときは，情報や注意報が発令され，主要工場に対し，ばい煙排出

量の削減要請をする。 

 また，地球温暖化防止のため，県民，事業者，行政等が一体となった総合的・

計画的な施策を推進する。 

（2） 水質汚濁防止対策 

 水質汚濁防止法等の規制対象となる工場・事業場の立入検査を定期的に実施

する。 

 また，市町及び関係機関と連携して生活排水対策を推進する。 

（3） 有害化学物質対策 

 ダイオキシン類・環境ホルモン物質等の有害化学物質による環境汚染は大き

な社会問題となるため，有害化学物質のモニタリング調査を実施するとともに，

工場・事業場の立入検査を実施する。 

（4） 公害苦情事案対策 

 大気汚染・水質汚濁や廃棄物の不法投棄などの住民からの苦情相談に，市町

等関係機関と連携し取り組む。 

18  廃棄物対策 

 大量に排出される廃棄物に対し，総合的な廃棄物対策が求められている。 

 このため，ごみ減量化の推進や資源のリサイクルシステムの確立等，循環型社

会形成事業を推進するとともに，廃棄物の適正処理について工場・事業場に立入

指導を実施する。 
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（1） 一般廃棄物対策 

ア 廃棄物処理施設 

 管内の市町，一部事務組合及び民間が設置するごみ処理施設及びし尿処理

施設の適正な維持管理について，立入指導を実施する。権限移譲した市町に

対し，フォローアップを行う。 

イ 浄化槽 

 浄化槽の適正な維持管理について，浄化槽管理者に対する周知徹底が図ら

れるよう，権限移譲した市町に対し，フォローアップを行う。また，浄化槽

保守点検業者に対し，浄化槽保守点検業務が適切に実施されるよう，立入指

導を実施する。 

（2） 産業廃棄物対策 

 産業廃棄物の排出事業所，産業廃棄物処理業者及び産業廃棄物処理施設等の

立入検査を実施し，廃棄物の排出抑制，資源化リサイクル等の推進，廃棄物の

減量化及び適正処理について指導する。 

 また，廃棄物の不法投棄防止対策については，管内の市町，警察署，海上保

安部，森林管理署及び県の関係機関により「廃棄物不法投棄防止連絡協議会」

を設置し，関係機関が一体となった対策を実施する。 

（3） 啓発・環境学習 

 県民のライフスタイルを変革し「循環型社会」を形成するために，環境教育及

び啓発活動を実施する。 

 


